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研究成果の概要（和文）：　大気汚染環境政策などによる大気汚染濃度の改善がもたらす健康影響に関して研究
が行われている。本課題では、環境政策、特に東京オリンピック・パラリンピックにおける交通規制に着目し、
大気汚染濃度の改善や健康アウトカムへの影響を評価しようとした。しかし、新型コロナウイルス感染症が流行
したこと、また東京オリンピック・パラリンピック自体も新型コロナウイルス感染症が流行する中での開催とな
ったことから、新型コロナウイルス感染症の影響を含めた評価を行った。本研究では、大気汚染曝露と糖尿病や
新型コロナウイルス感染症感染との関連を評価したり、新型コロナウイルス感染症流行の疾病に与える影響など
を評価したりした。

研究成果の概要（英文）：In this project, we focused on environmental policies, in particular traffic
 controls at the Tokyo Olympics and Paralympics, and attempted to assess their impact on improving 
air pollution concentrations and health outcomes. However, because the Tokyo Olympics and 
Paralympics themselves were held in the midst of an epidemic of new coronavirus infections, the 
impact of new coronavirus infections was included in the assessment. The study assessed the 
association between air pollution exposure and diabetes and new coronavirus infection, as well as 
the impact of the new coronavirus infection epidemic on disease.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　大気汚染物質の健康影響に関しては、国内・国外とも関心が高まっており、本研究により大気汚染の健康影響
に関する知見を提供できた。特に、最近注目されている微小粒子状物質（PM2.5）の健康影響に関しては国内で
も知見が少なく、国内・海外の大気汚染対策・公衆衛生政策にも寄与するものと思われる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



 
１．研究開始当初の背景 
大気汚染曝露が健康影響を引き起こすことは、国内で起きた四日市喘息事件などの甚大な大
気汚染曝露の例からも既知である（Yoshida et al., Arch Environ Health. 1966）。その後、大気
汚染物質対策により多くの大気汚染物質は濃度が減少してきた。しかし、現在のような（過去の
事例に比べれば低濃度の）大気汚染濃度でも健康影響を引き起こす可能性があることが指摘さ
れている（Di et al., N Engl J Med. 2017）。実際我々の研究グループも、国内での疫学研究を通
して、大気汚染の曝露により様々な健康影響が引き起こされることを証明してきた。 

 
例えば我々が東京都で行った研究では、日々の微小粒子状物質（PM2.5）や浮遊粒子状物質
（SPM）が上昇することにより、その当日の呼吸器系疾患・心血管系疾患の死亡や乳児死亡が
増加していた（Yorifuji et al., Sci Total Environ. 2016a; Yorifuji et al., Sci Total Environ. 2016b）。
また、岡山市のコホート（約 7万 5千人）を対象にした研究では居住地域の PM2.5濃度が高く
なると、住民の全死因・心血管系・肺がん死亡のリスクが増加していた（Yorifuji et al., Environ 
Epidemiol. 2019）。大人への影響だけではなく、静岡県にある総合周産期母子医療センターや厚
生労働省が実施する大規模な児の追跡データを用いた研究では、大気汚染物質曝露が早産や低
出生体重児を引き起こしたり（Yorifuji et al., Epidemiology 2011; Yorifuji et al., Environ Int. 
2015）、子どもの認知行動機能の発達に影響を与えたりすることも観察している（Yorifuji et al., 
Epidemiology. 2016a）。 
 
上記の大気汚染の健康影響は、欧米でもまた我々の国内の研究でも、時系列分析、ケースクロ
スオーバースタディやコホート研究といった疫学デザインを用いて評価されている。最近では
今までの知見を更に補強するために、環境政策の実施などによる大気汚染濃度の改善とそれに
引き続く健康アウトカムの改善を評価する、まるで介入研究のような状況を利用した、Quasi-
experimental study のデザインからの知見が求められており、この領域では Accountability 
studyと称されている。具体的には、実際の大気汚染環境政策（例：石炭の廃止や燃料の中の硫
黄濃度削減）（Clancy et al., Lancet. 2002; Hedley et al., Lancet. 2002）や、工場の閉鎖・オリ
ンピックなどによる交通の規制による濃度改善（Parker et al., Epidemiology. 2008; Rich et al., 
JAMA. 2012）、そしてその後の健康影響評価が世界中で行われている。我々も実際、東京都で
2003年 10月から実施、2006年 4月に強化されたディーゼル車規制（粒子状物質排出基準を満
たさないディーゼル車の走行規制）による PM2.5の濃度変化や死亡率の変化に対する効果評価
を行ったことがある（Yorifuji et al., Epidemiology. 2016b）。その際、規制の導入が緩やかだっ
た大阪市と比較し、東京都 23区では、PM2.5の濃度減少が大きく、全死因・心血管系・呼吸器
系・肺がん死亡の年齢調整死亡率がより減少しており、規制が東京都住民の死亡率改善に貢献し
たことが示唆された。最近、これら一連の Accountability studyのレビューが行われた（Burns 
et al., Cochrane Database Syst Rev. 2019）。その中で、上記の東京都のデータを用いた我々の
研究が「バイアスの危険性が少ない」と評価されており、大気汚染政策の効果を示すものとして
詳述されている。しかし、全体として、このような政策が健康を改善するという結論には至って
おらず、更なる知見が求められている。 
 
２．研究の目的 
研究開始当初、本研究課題では、国内で行われる大気汚染の環境政策、特に東京オリンピック・
パラリンピックにおける交通規制に着目し、大気汚染濃度の改善や健康アウトカムへの影響を
評価しようと考えていた。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の流行により疾病構造が影
響を受けたこと、また東京オリンピック・パラリンピック自体も新型コロナウイルス感染症が流
行する中での開催となったことから、新型コロナウイルス感染症の影響を含めた評価が不可欠
であると考えるに至った。よって、本研究課題では、基礎的な資料として大気汚染と糖尿病や新
型コロナウイルス感染症感染との関連の評価、大気汚染と救急搬送の関連評価の為のデータセ
ット作成、東京オリンピック・パラリンピック開催が新型コロナウイルス感染症流行に与える影
響や、新型コロナウイルス感染症流行の疾病に与える影響などの評価を目的とした。 

 
３．研究の方法 
 各種既存データを利用し、研究目的を達成するための疫学研究を実施。具体的な方法に関して
は成果のところで詳述。 
 
４．研究成果 
（１）大気汚染曝露（特に PM2.5曝露）と糖尿病有病割合の関連評価 
 平成 18 年か 19 年の何れかで岡山市基本健康診査を受診した約 7 万 6 千人を対象とした。個
人レベルの大気汚染（PM2.5）曝露の程度を評価するために、Atmospheric Composition Analysis 
Group より同時期の大気汚染濃度を取得した。健康診査データから得られる情報（血液データま
たは治療歴）を利用して、糖尿病の有病を定義。その後各種交絡要因を調整した多変量解析を実
施した。 
 



 
 
 結果として、下の表に示す通り、PM2.5の濃度が高くなるにつれ、有病割合が増加していた。 
 

PM2.5の四分位範囲増加に対する有病割合比 

   
有病者人

数（割合） 

 有病割合比 （95%信頼区間） 

    
年齢・性別調

整  
個人要因調

整  フルに調整  
糖尿病（治療歴

にて定義）  5984 (7.9)  

1.14 (1.02-

1.27)  

1.01 (0.90-

1.13)  

1.09 (0.96-

1.23)  
          

糖尿病（血液デ

ータにて定義）  

8156 

(10.8)  

1.09 (0.99-

1.19)  

1.03 (0.94-

1.14)  

1.09 (0.98-

1.22)  
          

糖尿病（治療歴と

血液データにて

定義）  

10197 

(13.5)  
 1.10 (1.02-

1.20) 
 1.03 (0.95-

1.13) 
 1.10 (1.00-

1.20) 
 

               
 
  
更に、PM2.5 のカテゴリと有病割合を検討したところ、下図の関連となり、同様に PM2.5の濃度
が高くなるにつれ、有病割合が増加していた 

 

 
（２）大気汚染曝露（特に PM2.5曝露）と新型コロナウイルス感染症感染の関連評価 
 また、岡山市における新型コロナウイルス感染症の感染情報を利用し、ケースクロスオーバー
デザインを用いて、大気汚染曝露（特に PM2.5曝露）と新型コロナウイルス感染症感染の関連
を評価した。対象は、2022年 1月から 6月の間に新型コロナウイルスにり患した方とし、日々
の PM2.5濃度と感染の関連を評価した。結果として、日々の大気汚染濃度が増加すると、その



後罹患が増加しており、関連を示唆する。現在、論文投稿中である。 
 
（３）大気汚染と救急搬送の関連評価の為のデータセット作成 
 大気汚染と救急搬送の関連の評価のため、岡山市救急搬送データを取得し、日々又は一時間ご
との大気汚染短期濃度情報をデータセットにリンクし、大気汚染短期曝露と疾病（循環器疾患・
呼吸器疾患）の関連評価を行っているところである。 
 
（４）その他 
その他として、東京オリンピック・パラリンピック開催が新型コロナウイルス感染症流行に与
える影響や、新型コロナウイルス感染症流行の疾病に与える影響などを評価したりした。東京オ
リンピック・パラリンピック開催は新型コロナウイルス感染症の流行に影響を与えていた結果
が見られている。また、新型コロナウイルス感染症流行により、自殺の増加やアレルギー疾患の
減少など疾病構造にも影響を与えていた。 
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